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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等を含んでおりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、第60期、第61期及び第62期中については、潜在株式が存

在しないため記載しておりません。 

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 

自平成15年 
4月1日 

至平成15年 
9月30日 

自平成16年 
4月1日 

至平成16年 
9月30日 

自平成17年 
4月1日 

至平成17年 
9月30日 

自平成15年 
4月１日 

至平成16年 
3月31日 

自平成16年 
4月１日 

至平成17年 
3月31日 

売上高（千円） 4,567,971 3,944,337 3,660,864 9,559,359 8,270,346 

経常利益 (千円) 5,380 123,097 114,707 212,156 297,881 

中間（当期）純利益（千円） 76,132 19,195 64,394 177,171 138,703 

純資産額（千円） 3,742,478 3,883,747 4,088,018 3,927,802 4,025,589 

総資産額（千円） 8,482,189 7,717,250 7,888,603 7,890,314 7,910,590 

１株当たり純資産額（円） 216.29 224.48 236.41 227.02 232.73 

１株当たり中間(当期)純利益(円) 4.93 1.11 3.72 10.82 8.02 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 44.1 50.3 51.8 49.8 50.9 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△838,821 265,980 42,992 △28,584 654,980 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
1,210,874 77,682 64,723 1,405,126 106,646 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
△203,878 △86,506 △87,653 △1,164,119 △87,199 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
2,291,219 2,592,623 3,029,957 2,335,467 3,009,894 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数]（名） 

562 

[360] 

512 

[263] 

496 

[252] 

529 

[348] 

504 

[261] 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１ 売上高には、消費税等を含んでおりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益は、第61期中については、1株当たり中間純損失が計上され 

ているため、また、第60期、第61期及び第62期中については、潜在株式が存在しないため記載しておりま 

せん。 

回次 第60期中 第61期中 第62期中 第60期 第61期 

会計期間 

自平成15年 
4月1日 

至平成15年 
9月30日 

自平成16年 
4月1日 

至平成16年 
9月30日 

自平成17年 
4月1日 

至平成17年 
9月30日 

自平成15年 
4月1日 

至平成16年 
3月31日 

自平成16年 
4月1日 

至平成17年 
3月31日 

売上高（千円） 212,509 238,267 242,939 474,982 481,068 

経常利益（千円） 43,598 80,973 92,407 112,754 155,561 

中間（当期）純利益又は 

中間純損失（△）（千円） 
119,945 △28,157 60,888 149,282 104,645 

資本金（千円） 2,727,560 2,727,560 2,727,560 2,727,560 2,727,560 

発行済株式総数（株） 18,044,715 18,044,715 18,044,715 18,044,715 18,044,715 

純資産額（千円） 4,016,870 4,038,943 4,253,043 4,130,487 4,194,088 

総資産額（千円） 8,075,976 6,884,173 7,085,865 7,073,922 6,979,388 

１株当たり純資産額（円） 232.14 233.45 245.96 238.74 242.48 

１株当たり中間（当期） 

純利益又は中間純損失(△)(円) 
7.77 △1.63 3.52 9.11 6.05 

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益（円） 
－ － － － － 

１株当たり中間（年間） 

配当額（円） 
－ － － 5 5 

自己資本比率（％） 49.7 58.7 60.0 58.4 60.1 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］

（名） 

21 

[1] 

14 

［－］

14 

[1] 

17 

[2] 

15 

［－］ 



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の連結子会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の従業員の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載して 

おります。 

(2）提出会社の従業員の状況 

 （注） 従業員数は就業人員数であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載してお

ります。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成17年９月30日現在

事業部門の名称 従業員数（名） 

衣料品製造販売事業 496 [252]  

  平成17年９月30日現在

従業員数（名） 14 [1] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

  当中間連結会計期間におけるわが国経済は、「業績の改善」をみせはじめる企業が広範囲にわたるなど、全般 

的に景気は緩やかな回復基調で推移したといえます。しかし、雇用・年金問題など将来に対する不安・不透明感 

は解消されていないことから、個人消費は今ひとつ力強さを欠く状況で推移しました。 

 当業界におきましても、「クールビズ」効果により消費が活発になった面はありましたが、台風の早期発生等 

「天候不順」が続いたこともあり、夏物及び初秋物の商戦はいまひとつ盛り上がりに欠ける面もあり、衣料にお 

ける消費マインドは依然として改善が遅れた状況で推移いたしました。 

 このような環境の下で当グループは、「安定した利益とキャッシュフローを出せる経営基盤の確立」の方針の 

もと、「成長性の創造」を最重要課題として認識し、次の施策を実行してまいりました。 

 ① 注文紳士服事業における新商品の積極的な企画・開発を推進し、特に新ブランド‘DAPPER’の展開におい 

  ては、相応の成果を得ることができました。 

 ② 注文婦人服事業におけるデザイン、企画、製造、販売の一貫体制の整備・確立を行い、既存店での展開部 

  署拡大と店舗出店も含め、販売の拡大を図ってまいりました。 

 ③ 既製服部門において「オーダー仕様」を採り入れた自社工場生産のオリジナルブランドの拡大を図ってま 

  いりました。 

 ④ 新たなビジネスモデル構築のための女性スタッフ活用を積極的推進に取り組んでまいりました。 

 ⑤ 「経費構造の総点検の徹底」「在庫管理・売上債権管理の強化」を引き続き実践し、経費・資産の効率化 

  の推進に積極的に取り組んでまいりました。 

 当中間連結会計期間におきましては、上記施策のほか、お客様に短納期で商品をお納めする「7DAYS」システ 

ム展開部署の拡大、「レディース専門パタンナーの配置」「品質管理の徹底」等の諸施策も実行し業績の向上を 

図るべく全グループをあげて取り組んでまいりました。 

 以上のような諸施策を進めてまいりました結果、売上高は36億6千万円（前年同期比92.8％）となりましたが、 

売上総利益率の改善と、販売費及び一般管理費の削減(前年同期比95.4%)に努めた結果、経常利益1億1千4百万円 

（前年同期比93.2%）を計上することができました。中間純利益につきましては、固定資産の減損に係る会計基 

準の適用により特別損失に2千3百万円を計上したこともあり、6千4百万円（前年同期比335.4%）となりました。 

 なお，店舗の状況につきましては、2店舗の出店を行う一方で、2店舗閉鎖した結果、当中間連結会計期間末に 

おける店舗網につきましては、（株）ウイングロード28店舗、（株）エルメックスハウス14店舗、（株）銀座山 

形屋トレーディング15店舗であり、グループ合計で57店舗となっております。 

事業の種類別セグメント 

 当中間連結会計期間における衣料品製造販売事業に係るセグメントの売上高及び営業利益の金額がそれぞれ全 

セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計の90％を超えておりますので、事業の種類別セグメント情報の記 

載は省略しております。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物は30億2千9百万円であり、前連結会計年度末に比べ2千万円 

増加いたしました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュフローにより得た資金は4千2百万円となりました。これは売上債権の減少による資 

金の増加1億8百万円がありましたが、一方でたな卸資産の増加による資金の減少6千1百万円、仕入債務の減少に 

よる資金の減少3千5百万円が主な要因であります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュフローにより得た資金は6千4百万円となりました。有形固定資産の取得による支出 

が1千1百万円、差入保証金及び敷金の預入による支出が3千4百万円ありましたが、一方で差入保証金及び敷金の 

返還により1億1千万円の収入があったことが主な要因であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは8千7百万円の支出となりました。これは配当金の支払による支出が8千6 

百万円あったことが主な要因であります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）金額は、販売価格によっております。 

(2）受注実績 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）主要な販売先につきましては、いずれの販売先も、総販売実績に対する割合が100分の10未満のため記載は 

    省略しております。 

３【対処すべき課題】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の連結子会社）が対処すべき課題について重要な変更

はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 

事業部門の名称 生産高（千円） 前年同期比（％） 

衣料品製造販売事業 1,018,246 100.9 

事業部門の名称 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

衣料品製造販売事業 2,291,208 99.3 146,340 105.1 

事業部門の名称 販売高（千円） 前年同期比（％） 

衣料品製造販売事業 3,646,068 92.8 

その他の事業 14,796 100.0 

合計 3,660,864 92.8 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

（1）提出会社 

 当中間連結会計期間において、新たに取得した重要な設備はありません。 

（2）国内子会社 

  当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

 （注）上記金額には消費税は含まれておりません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

（1）重要な設備計画の変更  

 前連結会計年度末における設備計画に重要な変更はありません。  

（2）重要な設備計画の完了 

 前連結会計年度末に計画していた設備のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりであります。

（注）１ 帳簿価額のうち「その他」は敷金の額であります。 

   ２ 上記金額には消費税は含まれておりません。 

（3）重要な設備の新設等 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等の計画は、次のとおりであります。 

（4）重要な設備の除却等  

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等の計画はありません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業部門の
名称 

設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数
（名）

建物及び構築
物 
（千円） 

工具器具備
品（千円） 

土地 
（千円） 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

 ㈱ウイングロード 
 南越谷OPA店 

（埼玉県越谷市） 

衣料品製造 

販売事業 
 店舗 4,306 － － 3,240 7,546 1 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業部門の
名称 

設備の内容 

帳簿価額 
従業 
員数
（名）

建物及び構
築物 
（千円） 

工具器具備
品（千円） 

土地 
（千円） 

その他 
（千円） 

合計 
（千円） 

㈱ウイングロード 
 たまプラーザ店 

（神奈川県横浜市） 

衣料品製造 

販売事業 
 店舗 5,522 3,924 － 30,000 39,447 0 

㈱銀座山形屋 

トレーディング  

 MONA新浦安店 

（千葉県浦安市） 

衣料品製造 

販売事業 
 店舗 － 1,181 － 1,000 2,181 2 

会社名 所在地 
事業部門の 
名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方法

着手及び完了予定年月 完了後の
増加能力 

(千円) 
総額 
(千円) 

既支払額 
(千円) 

着手 完了 

㈱銀座山形屋

トレーディン

グ 

スカイプラザ柏店 

(千葉県柏市) 

衣料品製造 

販売事業 
 店舗新設 8,500 －  自己資金 平成17年10月 平成17年10月 

（売上高）

45,000

ブレフ末広町店 

(東京都千代田区) 

衣料品製造 

販売事業 
 店舗新設 10,500 －  自己資金 平成17年11月 平成17年11月 50,000



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 （注） 「株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 35,706,000 

計 35,706,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数(株) 

（平成17年9月30日） 
提出日現在発行数(株) 
（平成17年12月19日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 18,044,715 18,044,715 ジャスダック証券取引所 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

計 18,044,715 18,044,715 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成17年4月1日～ 

平成17年9月30日  
－ 18,044,715 － 2,727,560 － 835,890 



(4）【大株主の状況】 

 （注） 上記には当社所有の自己株式752千株(持株比率4.17%)は含まれておりません。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 上記「完全議決権株式（その他）」には証券保管振替機構名義の株式15,000株が含まれております。 

また「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権15個が含まれております。 

  平成17年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社ＬＢＴ 東京都渋谷区千駄ケ谷3-60-5 5,600 31.03 

株式会社サザンコ－ポレ－ション 東京都渋谷区元代々木町54-10 690 3.82 

山形 政弘 東京都世田谷区赤堤2-14-9 659 3.66 

ＧＹ会持株会 東京都中央区築地3-5-4 644 3.57 

山形産業株式会社 東京都中央区湊2-4-1 574 3.18 

株式会社東京三菱銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 382 2.12 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川2-27-2 362 2.01 

株式会社新星堂 東京都杉並区上萩1-23-17 352 1.95 

中島 眞喜子 神奈川県川崎市麻生区高石5-26-22 293 1.63 

田辺 友紀恵 東京都世田谷区大原1-52-15 292 1.62 

計 － 9,850 54.59 

  平成17年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    752,000 
－ 

権利内容に何ら限定のない 

当社における標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,196,000 17,196 同上 

単元未満株式 普通株式    96,715 － 同上 

発行済株式総数 18,044,715 － － 

総株主の議決権 － 17,196 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、ジャスダック証券取引所におけるものを記載しております。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成17年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社銀座山形屋 

東京都中央区築地

３丁目５番４号 
752,000 － 752,000 4.17 

計 － 752,000 － 752,000 4.17 

月別 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 247 255 238 234 262 253 

最低（円） 182 193 200 219 223 230 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省 

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

      ただし、前中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用 

   語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第３ 

   項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38 

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

     ただし、前中間会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様 

   式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第３項の 

   ただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２ 監査証明について 

  当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30 

 日まで）及び前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）並びに当中間連結会計期間（平成 

 17年４月１日から平成17年９月30日まで）及び当中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで） 

 の中間連結財務諸表及び中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

1 現金及び預金     2,592,623 3,029,957   3,009,894 

2 受取手形及び 
  売掛金 

    848,834 812,064   925,545 

3 たな卸資産     664,830 551,970   490,512 

4 その他     123,945 102,479   105,832 

5 貸倒引当金     △5,125 △2,120   △2,938 

流動資産合計     4,225,109 54.7 4,494,351 57.0   4,528,845 57.3

Ⅱ 固定資産           

1 有形固定資産 ※１         

(1)建物及び構築物     496,255 422,563   458,901 

(2)その他     398,617 322,541   320,444 

有形固定資産合計     894,872 11.6 745,104 9.4   779,345 9.8

2 無形固定資産     29,210 0.4 22,571 0.3   23,619 0.3

3 投資その他の資産           

(1)投資有価証券     760,725 1,097,211   959,833 

(2)差入保証金及び 
  敷金 

    1,492,179 1,300,180   1,384,391 

(3)その他     347,760 269,415   268,866 

(4)貸倒引当金     △32,607 △40,231   △34,312 

投資その他の資産 
合計 

    2,568,057 33.3 2,626,575 33.3   2,578,779 32.6

固定資産合計     3,492,140 45.3 3,394,251 43.0   3,381,744 42.7

資産合計     7,717,250 100.0 7,888,603 100.0   7,910,590 100.0 

            

 



    
前中間連結会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

1 買掛金     515,977 411,789   447,241 

2 一年内償還予定の 
  社債 

    － 1,100,000   1,100,000 

3 その他     373,109 361,168   469,946 

流動負債合計     889,087 11.5 1,872,958 23.8   2,017,188 25.5

Ⅱ 固定負債           

1 社債     2,200,000 1,100,000   1,100,000 

2 繰延税金負債     120,464 194,507   135,696 

3 退職給付引当金     485,752 488,373   486,656 

4 役員退職慰労引当 
  金 

    104,247 111,296   112,210 

5 その他     33,950 33,450   33,250 

固定負債合計     2,944,415 38.2 1,927,627 24.4   1,867,812 23.6

負債合計     3,833,502 49.7 3,800,585 48.2   3,885,001 49.1

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     2,727,560 35.3 2,727,560 34.6   2,727,560 34.5

Ⅱ 資本剰余金     1,174,617 15.2 1,174,617 14.9   1,174,617 14.8

Ⅲ 利益剰余金     △120,686 △1.6 △23,269 △0.3   △1,179 △0.0

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    175,626 2.3 284,342 3.6   198,654 2.5

Ⅴ 自己株式     △73,371 △0.9 △75,233 △1.0   △74,064 △0.9

資本合計     3,883,747 50.3 4,088,018 51.8   4,025,589 50.9

負債・資本合計     7,717,250 100.0 7,888,603 100.0   7,910,590 100.0 

            



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 
自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日 

前連結会計年度の 
要約損益計算書 

自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     3,944,337 100.0 3,660,864 100.0   8,270,346 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,922,550 48.7 1,737,677 47.5   3,984,279 48.2

売上総利益     2,021,787 51.3 1,923,186 52.5   4,286,067 51.8

Ⅲ 販売費及び一般管
理費 

※１   1,906,369 48.4 1,818,327 49.6   4,000,219 48.3

営業利益     115,417 2.9 104,859 2.9   285,847 3.5

Ⅳ 営業外収益           

1 受取利息   389   811 1,137   

2 受取配当金   8,925   9,883 11,732   

3 受取手数料   9,061   12,456 19,421   

4 その他   9,361 27,738 0.7 2,295 25,447 0.6 17,055 49,347 0.6

Ⅴ 営業外費用           

1 支払利息   7,410   7,458 14,740   

2 支払保証料   7,436   7,454 14,827   

3 その他   5,212 20,059 0.5 686 15,598 0.4 7,746 37,313 0.5

経常利益     123,097 3.1 114,707 3.1   297,881 3.6

Ⅵ 特別利益           

1 前期損益修正益   9,221   － 11,971   

2 賞与引当金戻入 
  益 

  35,207 44,428 1.1 － － － 35,207 47,178 0.6

Ⅶ 特別損失           

1 建物撤去費用   －   － 12,867   

2 固定資産除却損   48,780   4,912 65,954   

3 固定資産売却損 ※２ 1,029   － 29,651   

4 投資有価証券評 
  価損 

  84,803   － 95,085   

5 固定資産評価損   23,600   － －   

6 出資金運用損   282   6,684 －   

7 減損損失 ※３ －   23,722 －   

8 その他   － 158,496 4.0 1,909 37,229 1.0 800 204,359 2.5

税金等調整前中間 
(当期)純利益 

    9,029 0.2 77,478 2.1   140,699 1.7

法人税、住民税及
び事業税 

  7,607   13,084 19,770   

法人税等還付税額   △17,773 △10,166 △0.3 － 13,084 0.3 △17,773 1,996 0.0

中間(当期)純利益     19,195 0.5 64,394 1.8   138,703 1.7

            



③【中間連結剰余金計算書】 

    
前中間連結会計期間 
自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日 

前連結会計期間 
自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高     1,174,617 1,174,617   1,174,617

Ⅱ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

    1,174,617 1,174,617   1,174,617

        

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高     △53,376 △1,179   △53,376

Ⅱ 利益剰余金増加額       

  中間(当期)純利益   19,195 19,195 64,394 64,394 138,703 138,703

Ⅲ 利益剰余金減少高       

  配当金   86,506 86,506 86,484 86,484 86,506 86,506

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

    △120,686 △23,269   △1,179

        



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 
自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日 

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

税金等調整前中間 
(当期)純利益 

  9,029 77,478 140,699

減価償却費   55,957 47,956 108,220

貸倒引当金の増減額
（減少：△） 

  △9,033 5,100 △13,703

賞与引当金の増減額
（減少：△） 

  △35,207 － △35,207

退職給付引当金の増
減額（減少：△） 

  △12,866 1,717 △8,958

役員退職慰労引当金
の増減額（減少：
△） 

  11,336 △914 16,294

受取利息及び受取配
当金 

  △9,315 △10,695 △12,870

支払利息   7,410 7,458 14,740

減損損失   － 23,722 －

固定資産売却損   1,029 － 29,651

固定資産除却損   48,780 4,912 65,954

固定資産評価損   23,600 － －

投資有価証券評価損   84,803 － 95,085

売上債権の増減額
（増加：△） 

  204,659 108,014 144,054

たな卸資産の増減額
（増加：△） 

  △1,253 △61,457 173,064

仕入債務の増減額
（減少：△） 

  5,293 △35,451 △63,443

その他   △126,030 △103,881 △13,988

小計   258,194 63,959 639,595

利息及び配当金の受
取額 

  9,315 10,695 12,870

利息の支払額   △7,370 △7,418 △14,740

法人税等の支払額   △5,149 △24,244 △519

法人税等の還付額   10,989 － 17,773

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  265,980 42,992 654,980

 



    
前中間連結会計期間 
自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日 

前連結会計年度の要約連結 

キャッシュ・フロー計算書 

自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日 

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

定期預金の預入によ
る支出 

  △100,000 － △100,000

定期預金の払戻によ
る収入 

  100,000 － 100,000

投資有価証券の取得
による支出 

  △770 △763 △88,623

有形固定資産の取得
による支出 

  △18,380 △11,403 △61,567

有形固定資産の売却
による収入 

  － － 72,485

差入保証金及び敷金
の預入による支出 

  △61,906 △34,960 △64,562

差入保証金及び敷金
の返還による収入 

  159,475 110,335 260,744

その他   △738 1,515 △11,830

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  77,682 64,723 106,646

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  

自己株式の取得によ
る支出 

  － △1,169 △693

配当金の支払額   △86,506 △86,484 △86,506

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △86,506 △87,653 △87,199

Ⅳ 現金及び現金同等物の
増減額（減少：△） 

  257,156 20,062 674,427

Ⅴ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  2,335,467 3,009,894 2,335,467

Ⅵ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

  2,592,623 3,029,957 3,009,894

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 

自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日 

前連結会計年度 

自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数     7社 

主要な子会社名 

㈱銀座山形屋トレーディング、㈱ウィ

ングロード、㈱エルメックス・ハウ

ス、日本ソーイング㈱ 

 なお、子会社はすべて連結されてお

ります。 

 当中間連結会計期間において、連 

結子会社であった㈱シンパシー、㈱ 

服装計画舎、㈱銀座山形屋リテイリ 

ング及び日本ソーイング北海道㈱は 

清算結了いたしましたので連結子会 

社は4社減少しております。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数     7社 

主要な子会社名 

㈱銀座山形屋トレーディング、㈱ウィ

ングロード、㈱エルメックス・ハウ

ス、日本ソーイング㈱ 

 なお、子会社はすべて連結されてお

ります。 

  

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社の数     7社 

主要な子会社名 

㈱銀座山形屋トレーディング、㈱ウィ

ングロード、㈱エルメックス・ハウ

ス、日本ソーイング㈱ 

 なお、子会社はすべて連結されて 

おります。 

 前連結会計年度において、連結子 

会社であった㈱シンパシー、㈱服装 

計画舎、㈱銀座山形屋リテイリング 

及び日本ソーイング北海道㈱は清算 

結了いたしましたので連結子会社は4 

社減少しております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

２ 持分法の適用に関する事項 

             同左 

             

２ 持分法の適用に関する事項 

             同左 

            

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

 連結財務諸表提出会社と同一でありま

す。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度に関する事項 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間連結会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売

却原価は移動平均法）によってお

ります。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結会計年度末日の市場価格 

等に基づく時価法（評価差額は 

全部資本直入法により処理し、 

売却原価は移動平均法により算 

定）によっております。 

時価のないもの 

 移動平均法による原価法によっ

ております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② たな卸資産 

    商品 …原価法（品番別個別法およ 

        びランク別総平均法）。  

    （会計処理の変更） 

      商品のうち洋品の評価方法は、 

     従来、売価還元法による原価法に 

     よっておりましたが、当中間連結 

     会計期間から仕入時に設定した品 

     番毎に個別に対応する原価によっ 

     て評価する方法へ変更いたしまし 

     た。 

      この変更は、商品管理システム 

     の整備・運用によって、保管場所 

     別に洋品の適切な数量管理の徹底 

     が図られたことに伴い、洋品の評 

     価をより適切に算定するために行 

     ったものであります。 

      この結果、従来の方法によった 

     場合と比較して、当中間連結会計 

     期間末の商品は、5,190千円減少 

     し、営業利益、経常利益及び税金 

     等調整前中間純利益は、それぞれ 

     同額減少しております。  

② たな卸資産 

    商品 …原価法（品番別個別法およ 

        びランク別総平均法）。  

             ―――― 

② たな卸資産 

   商品 …原価法（品番別個別法およ 

       びランク別総平均法）。  

    （会計処理の変更） 

      商品のうち洋品の評価方法は、 

     従来、売価還元法による原価法に 

     よっておりましたが、当連結会計 

     年度から仕入時に設定した品番毎 

     に個別に対応する原価によって評 

     価する方法へ変更いたしました。 

      この変更は、商品管理システム 

     の整備・運用によって、保管場所 

     別に洋品の適切な数量管理の徹底 

     が図られたことに伴い、洋品の評 

     価をより適切に算定するために行 

     ったものであります。 

      この結果、従来の方法によった 

     場合と比較して、当連結会計年度 

     末の商品は、7,487千円減少し、 

     営業利益、経常利益及び税金等調 

     整前当期純利益は、それぞれ同額 

     減少しております。  

製品等…総平均法による原価法。 

材料 …最終仕入原価法。 

製品等… 同左 

材料 … 同左 

製品等… 同左 

材料 … 同左 

 



前中間連結会計期間 

自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日 

前連結会計年度 

自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年4月1日以降取得 

した建物（建物付属設備を除く）に 

ついては、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は、以下のとお

りであります。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

建物 ８～47年     

② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、ソフトウェア（社内利用分）

については社内における利用可能期間

（５年）による定額法によっておりま

す。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える

為、回収不能見積額を計上しておりま

す。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

ａ 一般債権 

 貸倒実績率法によっております。 

ａ 一般債権 

同左 

ａ 一般債権 

同左 

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

 個別に回収可能性を検討し回収不

能見積額を計上しております。 

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

同左 

ｂ 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

同左 

② 賞与引当金 

     ―――― 

（追加情報） 

 従来、日本ソーイング㈱について 

は労働協約に基づく賞与の支給に備え

る為、中間連結会計期間に負担すべき

支給見込額を賞与引当金として計上し

ておりましたが、当中間連結会計期間

に支給対象期間を変更したことに伴い

当中間連結会計期間に負担すべき支給

見込額はありませんので、当中間連結

会計期間は賞与引当金を計上しており

ません。 

 なお、前連結会計年度に計上した賞

与引当金35,207千円は、当中間連結会

計期間に全額戻し入れて、特別利益計

上しております。 

② 賞与引当金 

         ―――― 

② 賞与引当金 

     ―――― 

（追加情報） 

 従来、日本ソーイング㈱について 

は労働協約に基づく賞与の支給に備え

る為、連結会計年度に負担すべき支給

見込額を賞与引当金として計上してお

りましたが、当連結会計年度に支給対

象期間と会計年度一致させる支給対象

期間の変更を行ったことに伴い当連結

会計年度は賞与引当金の計上はありま

せん。 

 なお、前連結会計年度に計上した賞

与引当金35,207千円は、支給しないこ

とについて労働組合と合意されたた

め、当連結会計年度に全額戻し入れ

て、特別利益計上しております。 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える為、退職

給付会計に関する実務指針（会計制度

委員会報告第13号）に定める簡便法に

より、当中間連結会計期間末における

退職給付債務及び年金資産に基づき、

当中間連結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上しており

ます。 

③ 退職給付引当金 

同左 

③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える為、退職

給付会計に関する実務指針（会計制度

委員会報告第13号）に定める簡便法に

より、当連結会計年度末における退職

給付債務及び年金資産に基づき、計上

しております。 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職による退職慰労金支給に

備える為、支給内規に基づく中間連結

会計期間末要支給額の100％を計上して

おります。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職による退職慰労金支給に

備える為、支給内規に基づく期末要支

給額の100％を計上しております。 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間連結会計期間 

自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日 

前連結会計年度 

自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有者が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5）消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、

税抜方式によっております。 

(5）消費税等の会計処理 

同左 

(5）消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日から３

ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない短

期的な投資からなっております。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

同左 

前中間連結会計期間 

自 平成16年4月１日 

至 平成16年9月30日 

当中間連結会計期間 

自 平成17年4月１日 

至 平成17年9月30日 

前連結会計年度 

自 平成16年4月１日 

至 平成17年3月31日 

  

      ―――― 

 (固定資産の減損に係る会計処理) 

  当中間連結会計期間から固定資産の減 

 損に係る会計基準（「固定資産の減損に 

 係る会計基準の設定に関する意見書」(企 

 業会計審議会 平成14年8月9日））及び 

 「固定資産の減損に係る会計基準の適用 

 指針」（企業会計基準適用指針第6号 平 

 成15年10月31日）を適用しております。 

  これにより税金等調整前中間純利益が 

 23,722千円減少しております。 

  なお、減損損失累計額については、改 

 正後の中間連結財務諸表規則に基づき当 

 該資産の金額から直接控除しておりま 

 す。 

  

―――― 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

（中間連結損益計算書関係） 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間末 
平成16年9月30日 

当中間連結会計期間末 
平成17年9月30日 

前連結会計年度末 
平成17年3月31日 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

  2,104,531千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

  2,008,330千円であります。 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 

  2,011,673千円であります。 

前中間連結会計期間 
自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費

目及び金額は、次のとおりであります。 

給与手当 702,666千円

賃借料 447,750千円

退職給付引当金繰入額 10,414千円

役員退職慰労引当金繰

入額 
8,332千円

給与手当   688,269千円

賃借料   403,109千円

退職給付引当金繰入額    18,751千円

役員退職慰労引当金繰

入額 
  2,285千円

貸倒引当金繰入額  5,100千円

給与手当 1,379,760千円

賃借料   957,425千円

退職給付引当金繰入額  24,667千円

役員退職慰労引当金繰

入額 
  14,674千円

※２ 固定資産売却損の内訳は下記の通りで

あります。 

※２           ―――― ※２ 固定資産売却損の内訳は以下のとおり

であります。 

電話加入権 1,029千円

計 1,029千円

 土地 9,762千円

建物及び構築物 16,348千円

工具器具及び備品  4千円

その他 3,536千円

計  29,651千円

※３       ―――― ※３ 減損損失 ※３      ―――― 

    当社グループは、以下の資産グループに 

 ついて減損損失を計上いたしました。 

  当社グループは、キャッシュ・フローを 

 生み出す最小単位として店舗を基本単位と 

 してグルーピングしております。 

  営業活動から生ずる損益が継続してマイ 

 ナスであり、また継続してマイナスとなる 

 見込みである店舗について、帳簿価額を回 

 収可能額まで減損し、当該減少額を減損損 

 失(23,722千円）として特別損失に計上い 

 たしました。減損損失の内訳は、建物付属 

 設備14,991千円、工具器具及び備品2,831 

 千円、敷金5,899千円であります。 

  なお、当資産グループの回収可能価額は 

 使用価値により測定しており、将来キャッ 

 シュ・フローに基づく評価額がマイナスで 

 あるため、回収可能額は零と算定しており 

 ます。 

用途 種類 場所 

営業店舗 

建物付属設備

及び工具器具

備品、敷金  

東京都渋谷区 

  

前中間連結会計期間 
自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間連結貸借対照表に掲記されている科目の

金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との

関係 

現金及び預金勘定 2,592,623千円

現金及び現金同等物 2,592,623千円

現金及び預金勘定  3,029,957千円

現金及び現金同等物  3,029,957千円

現金及び預金勘定  3,009,894千円

現金及び現金同等物  3,009,894千円



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

１ リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

  
その他  

(機械装置及び

運搬具) 

その他   
(工具器具及び

備品) 

合計 

取得価
額相当
額 

19,413千円 44,431千円 63,844千円

減価償
却累計
額相当
額 

17,339千円 27,836千円 45,175千円

中間期
末残高
相当額 

2,073千円 16,594千円 18,668千円

  
その他   
(機械装置及び

運搬具) 

その他   
(工具器具及び

備品) 

合計 

取得価
額相当
額 

 6,062千円 47,971千円 54,033千円

減価償
却累計
額相当
額 

 4,733千円 40,049千円 44,782千円

中間期
末残高
相当額 

 1,329千円  7,921千円 9,251千円

  
その他   
(機械装置及び

運搬具) 

その他   
(工具器具及び

備品) 

合計 

取得価
額相当
額 

3,905千円 47,971千円 51,876千円

減価償
却累計
額相当
額 

2,859千円 34,164千円 37,023千円

期末残
高相当
額 

 1,045千円 13,807千円 14,853千円

② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料中間期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 12,546千円

１年超 7,471千円

合計 20,018千円

１年以内       7,945千円

１年超      2,585千円

合計       10,530千円

１年以内      12,234千円

１年超      3,992千円

合計      16,227千円

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

③ 支払リース料、減価償却費相当額及び

支払利息相当額 

支払リース料 9,087千円

減価償却費相当額 8,228千円

支払利息相当額 461千円

支払リース料      6,831千円

減価償却費相当額      6,545千円

支払利息相当額    187千円

支払リース料     16,774千円

減価償却費相当額     15,577千円

支払利息相当額    787千円

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま

す。 

同左 同左 

利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価

額相当額の差額を利息相当額とし、各

期への配分方法については、利息法に

よっております。 

同左 同左 

２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 ２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料       ─────────       ───────── 

１年内 290千円

１年超 －千円

合計 290千円

  



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年9月30日） 

(1）その他有価証券で時価のあるもの 

（注）当中間連結会計期間末において減損処理を行っており、減損処理後の帳簿価額を取得原価に記載しております。 

(2）時価評価されていない主な有価証券の内容 

（注）当中間連結会計期間末において1,500千円の減損処理を行っており、減損処理後の帳簿価額を取得原価に記載し 

   ております。 

当中間連結会計期間末（平成17年9月30日） 

(1）その他有価証券で時価のあるもの 

  

(2）時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

 種類 取得原価（千円） 中間連結貸借対照表計上額（千円） 差額（千円） 

株式 461,604 757,695 296,091 

      減損処理の金額  株式 83,303千円 

 内容 中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

非上場株式 3,030 

 種類 取得原価（千円） 中間連結貸借対照表計上額（千円） 差額（千円）

株式 539,578 1,017,590 478,012 

内容  中間連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券    

 非上場株式 3,030 

 その他 76,336 

計 79,366 



前連結会計年度末（平成17年3月31日） 

(1）その他有価証券で時価のあるもの 

(注) 当連結会計年度末において減損処理を行っており、減損処理後の帳簿価額を取得原価に記載しております。 

(2）時価評価されていない主な有価証券の内容 

 (注) 当連結会計年度末において1,500千円の減損処理を行っております。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間末（平成16年9月30日） 

 当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

当中間連結会計期間末（平成17年9月30日） 

 当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

前連結会計期間末（平成17年3月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。 

種類 取得原価（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 差額（千円） 

  株式 539,175 872,581 333,406 

      減損処理の金額  株式 93,585千円 

 内容 連結貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

 非上場株式 3,030 

 その他 84,222 

計 87,252 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日） 

 当社グループは、衣料品製造販売（受託加工を含む）事業を主な事業としておりますが、当セグメントの売

上高及び営業利益の金額が、それぞれ全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計の90％を超えておりま

すので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日） 

 当社グループは、衣料品製造販売（受託加工を含む）事業を主な事業としておりますが、当セグメントの売

上高及び営業利益の金額が、それぞれ全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計の90％を超えておりま

すので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

 当社グループは、衣料品製造販売（受託加工を含む）事業を主な事業としておりますが、当セグメントの売

上高及び営業利益の金額が、それぞれ全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計の90％を超えておりま

すので、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日） 

 在外子会社及び在外支店はありませんので記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日） 

 在外子会社及び在外支店はありませんので記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

  在外子会社及び在外支店はありませんので記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日） 

 海外売上高はありませんので記載を省略しております。 

当中間連結会計期間（自 平成17年4月1日 至 平成17年9月30日） 

 海外売上高はありませんので記載を省略しております。 

前連結会計年度（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日） 

 海外売上高はありませんので記載を省略しております。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

   該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日 

１株当たり純資産額 224円48銭

１株当たり中間純利益 1円11銭

１株当たり純資産額   236円41銭

１株当たり中間純利益  3円72銭

１株当たり純資産額   232円73銭

１株当たり当期純利益   8円02銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が 

存在しないため記載しておりませ 

ん。 

  
前中間連結会計期間 
自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日 

当中間連結会計期間 
自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日 

前連結会計年度 
自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日 

中間(当期)純利益（千円） 19,195 64,394 138,703 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間(当期)純利益 (千円) 19,195 64,394 138,703 

普通株式の期中平均株式数（千株） 17,301 17,294 17,299 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前事業年度要約貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

1 現金及び預金   2,503,979   2,943,886 2,922,478   

2 売掛金   1,818   1,818 1,818   

3 未収入金   9,036   8,749 14,309   

4 その他   20,835   50,011 27,099   

流動資産合計     2,535,669 36.8 3,004,466 42.4   2,965,706 42.5

Ⅱ 固定資産           

1 有形固定資産 ※１         

(1)建物   199,987   177,441 193,339   

(2)土地   469,422   376,037 400,397   

(3)その他   13,435   18,030 4,461   

有形固定資産合計     682,845 9.9 571,510 8.1   598,198 8.6

2 無形固定資産     3,699 0.1 2,945 0.0   3,322 0.0

3 投資その他の資産           

(1)投資有価証券   1,305,872   1,642,111 1,504,796   

(2)長期貸付金   4,484,000   4,012,000 4,047,000   

(3)差入保証金及び 
   敷金 

  301,301   289,369 295,109   

(4)その他   312,889   237,567 239,359   

(5)貸倒引当金   △2,299,605   △2,208,605 △2,208,605   

(6)関係会社株式 
   評価引当金 

  △442,500   △465,500 △465,500   

投資その他の資産
合計 

    3,661,957 53.2 3,506,942 49.5   3,412,160 48.9

固定資産合計     4,348,503 63.2 4,081,399 57.6   4,013,681 57.5

資産合計     6,884,173 100.0 7,085,865 100.0   6,979,388 100.0 

            

 



    
前中間会計期間末 
（平成16年9月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年9月30日） 

前事業年度要約貸借対照表 
（平成17年3月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

  1 一年内償還予定の 
   社債 

  －   1,100,000 1,100,000   

2 未払法人税等   5,337   5,374 10,318   

3 未払消費税等  ※３ 3,257   3,906 1,716   

4 預り金   237,140   129,662 149,813   

5 その他   20,764   37,775 22,051   

流動負債合計     266,499 3.9 1,276,719 18.0   1,283,899 18.4

Ⅱ 固定負債           

1 社債   2,200,000   1,100,000 1,100,000   

2 繰延税金負債   120,464   194,460 135,626   

3 退職給付引当金   165,828   164,849 169,842   

4 役員退職慰労引当金   72,437   76,791 75,931   

5 その他   20,000   20,000 20,000   

固定負債合計     2,578,730 37.4 1,556,102 22.0   1,501,400 21.5

負債合計     2,845,229 41.3 2,832,821 40.0   2,785,300 39.9

            

（資本の部）           

Ⅰ 資本金     2,727,560 39.6 2,727,560 38.5   2,727,560 39.1

Ⅱ 資本剰余金           

1 資本準備金   835,890   835,890 835,890   

2 その他資本剰余金   338,727   338,727 338,727   

資本剰余金合計     1,174,617 17.1 1,174,617 16.6   1,174,617 16.8

Ⅲ 利益剰余金           

  中間（当期）未処
分利益 

  34,619   141,825 167,421   

利益剰余金合計     34,619 0.5 141,825 2.0   167,421 2.4

Ⅳ その他有価証券評価
差額金 

    175,517 2.5 284,274 4.0   198,552 2.8

Ⅴ 自己株式     △73,371 △1.0 △75,233 △1.1   △74,064 △1.0

資本合計     4,038,943 58.7 4,253,043 60.0   4,194,088 60.1

負債・資本合計     6,884,173 100.0 7,085,865 100.0   6,979,388 100.0 

            



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日 

前事業年度要約損益計算書 
自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高   238,267 100.0 242,939 100.0 481,068 100.0 

Ⅱ 売上原価   145,705 61.2 135,687 55.9 278,947 58.0

売上総利益   92,562 38.8 107,252 44.1 202,120 42.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費   78,798 33.0 72,880 30.0 170,689 35.5

営業利益   13,763 5.8 34,372 14.1 31,431 6.5

Ⅳ 営業外収益 ※１ 83,444 35.0 73,960 30.5 155,179 32.3

Ⅴ 営業外費用 ※２ 16,234 6.8 15,925 6.6 31,049 6.5

経常利益   80,973 34.0 92,407 38.0 155,561 32.3

Ⅵ 特別利益 ※３ 30 0.0 － － 95,030 19.8

Ⅶ 特別損失 ※４,５ 108,686 45.6 31,044 12.7 144,997 30.1

税引前中間(当期)純利益又は 
中間純損失(△) 

  △27,682 △11.6 61,363 25.3 105,595 22.0

法人税、住民税及び事業税   475 0.2 475 0.2 950 0.2

中間(当期)純利益又は中間 
純損失(△) 

  △28,157 △11.8 60,888 25.1 104,645 21.8

前期繰越利益   62,776 80,937 62,776 

中間（当期）未処分利益   34,619 141,825 167,421 

       



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日 

前事業年度 
自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

中間会計期間末日の市場価格等に 

基づく時価法（評価差額は、全部 

資本直入法により処理し、売却原 

価は、移動平均法により算定）に 

よっております。 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

決算末日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は、全部資本直入

法により処理し、売却原価は、移

動平均法により算定）によってお

ります。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法によって 

おります。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く）につい

ては、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

建物 ８年～47年     

(2）無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、ソフトウェア（社内利用分）に

ついては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっておりま

す。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

(3）長期前払費用 

 定額法によっております。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備える為、 

回収不能見積額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

① 一般債権 

 貸倒実績率法によっております。 

① 一般債権 

同左 

① 一般債権 

同左 

② 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

 個別に回収可能性を検討し回収不能

見積額を計上しております。 

② 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

同左 

② 貸倒懸念債権及び破産更生債権 

同左 

(2）関係会社株式評価引当金 

 関係会社投資損失に備える為、関係会

社の財政状態等を勘案して計上しており

ます。 

(2）関係会社株式評価引当金 

同左 

(2）関係会社株式評価引当金 

同左 

 



前中間会計期間 
自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日 

前事業年度 
自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える為、退職給

付会計に関する実務指針（会計制度委員

会報告第13号）に定める簡便法により当

中間会計期間末における退職給付債務及

び年金資産に基づき、当中間会計期間末

において発生していると認められる額を

計上しております。 

(3）退職給付引当金 

       同左 

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える為、退職給

付会計に関する実務指針（会計制度委員

会報告第13号）に定める簡便法により、

当期末における退職給付債務及び年金資

産に基づき計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職による退職慰労金支給に備

える為、支給内規に基づく中間期末要支

給額の100％を計上しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職による退職慰労金支給に備

える為、支給内規に基づく期末要支給額

の100％を計上しております。 

４ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ その他中間財務諸表作成のための基本 

 となる重要な事項      

 (1）消費税等の会計処理          

 消費税及び地方消費税の会計処理は、 

 税抜方式によっております。 

５ その他中間財務諸表作成のための基本 

 となる重要な事項          

 (1）消費税等の会計処理               

               同左 

５ その他中間財務諸表作成のための基本 

 となる重要な事項   

 (1）消費税等の会計処理               

  同左  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日 

前事業年度 
自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日 

  

      ──────── 

  

   (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間から固定資産の減 

損に係る会計基準（「固定資産の減 

損に係る会計基準の設定に関する意 

見書」（企業会計審議会 平成14年 

8月9日））及び「固定資産の減損に 

係る会計基準の適用指針」（企業会 

計基準適用指針第6号 平成15年10 

月31日)を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益が 

24,360千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、 

改正後の中間財務諸表等規則に基づ 

き当該資産の金額から直接控除して 

おります。 

  

      ──────── 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間末 
(平成16年9月30日) 

当中間会計期間末 
(平成17年9月30日) 

前事業年度 
(平成17年3月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 ※１ 有形固定資産減価償却累計額 

  523,399千円     491,897千円      482,673千円

 ２ 偶発債務  ２ 偶発債務  ２ 偶発債務 

 下記のとおり子会社の営業債務に対

し、債務保証を行っております。 

 下記のとおり子会社の営業債務に対

し、債務保証を行っております。 

 下記のとおり子会社の営業債務に対

し、債務保証を行っております。 

㈱エルメックス・ハ

ウス 
217,844千円

㈱ウイングロード 1,092千円

計 218,937千円

㈱エルメックス・ハ

ウス 
  120,412千円

㈱ウイングロード   364千円

計    120,777千円

㈱エルメックス・ハ

ウス 
   111,662千円

計    111,662千円

※３ 消費税等の取扱い ※３ 消費税等の取扱い   ３      ―――― 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺の

上、未払消費税等として表示しておりま

す。 

同左   

前中間会計期間 
自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日 

前事業年度 
自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 70,896千円

受取配当金 8,925千円

受取利息     60,720千円

受取配当金      9,883千円

受取利息    136,876千円

受取配当金     11,732千円

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

社債利息 7,410千円

支払保証料 7,436千円

社債利息      7,458千円

支払保証料    7,454千円

社債利息     14,740千円

支払保証料     14,827千円

  

※３ 特別利益の主要項目 

  

  ３      ───── 

  

※３ 特別利益の主要項目 

貸倒引当金戻入益 30千円               貸倒引当金戻入益     95,030千円

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

建物評価損 16,125千円

土地評価損 7,475千円

投資有価証券評価損 84,803千円

減損損失     24,360千円

出資金運用損      6,684千円

土地売却損      9,762千円

建物売却損     16,348千円

投資有価証券評価損     95,085千円

関係会社株式評価 

引当金繰入額 

    23,000千円

   ５      ───── 

        

  

※５  減損損失 

  当中間会計期間において、当社は、以下 

  の資産グループについて減損損失を計上い 

 たしました。 

    当社は事業別管理会計区分をグル－ピン 

  グの単位としております。ただし、将来の 

  使用が見込まれない遊休資産は、個別の資 

 産グル－プとしております。 

   当中間会計期間において当社は、帳簿価 

 額に対し時価が著しく下落しており、将来 

 の使用が見込まれていない遊休不動産(土 

 地)について減損損失24,360千円を計上し 

 ております。 

   なお、回収可能額は固定資産税評価額を 

 基に算定した正味売却価額により評価して 

 おります。 

用途 種類 場所 

遊休 土地 埼玉県幸手市 

  ５      ───── 

       

  ６ 減価償却実施額  ６ 減価償却実施額    ６ 減価償却実施額  

有形固定資産 10,214千円

無形固定資産 562千円

有形固定資産      9,224千円

無形固定資産    377千円

有形固定資産     19,860千円

無形固定資産      939千円



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前中間会計期間(自 平成16年4月1日 至 平成16年9月30日)、当中間会計期間(自 平成17年4月1日 至  

平成17年9月30日)及び前事業年度(自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日)のいずれにおいても子会社株 

式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

 中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

前中間会計期間 
自 平成16年4月１日 
至 平成16年9月30日 

当中間会計期間 
自 平成17年4月１日 
至 平成17年9月30日 

前事業年度 
自 平成16年4月１日 
至 平成17年3月31日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認め

られるもの以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び中間期末残高相当額 

  該当事項はありません。 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額及び期末残高相当額 

  該当事項はありません。    該当事項はありません。 

      

２ 未経過リース料中間期末残高相当額  ２ 未経過リース料期末残高相当額 

  該当事項はありません。    該当事項はありません。 

      

３ 支払リース料及び減価償却費相当額  ３ 支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 744千円

減価償却費相当額 744千円

 支払リース料 744千円

減価償却費相当額 744千円

４ 減価償却費相当額の算定方法  ４ 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法によっております。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

   有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第61期）（自 平成16年4月1日 至 平成17年3月31日）平成17年6月29日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告

書 

      平成16年12月6日 

株式会社銀座山形屋       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士  手塚 仙夫  印 

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士  青木 良夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社銀座山形屋の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの連結会計年度の中間連結会 

計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸 

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。 

当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得た

と判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社銀座山形屋及び連結子会社の平成16年9月30日現在の財政状態 

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）の経営成 

績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項４．(1)②に記載されているとおり、会社は商 

品のうち洋品の評価基準及び評価方法を売価還元法による原価法から仕入時に設定した品番毎に個別に

対応する原価によって評価する方法に変更している。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は 

ない。 

以 上   

  （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期

報告書提出会社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告

書 

      平成17年12月12日 

株式会社銀座山形屋       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士  手塚 仙夫  印 

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士  齋藤  淳  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社銀座山形屋の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの連結会計年度の中間連結会 

計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸 

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書につい

て中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判

断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査

は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査

法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断

している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財

務諸表の作成基準に準拠して、株式会社銀座山形屋及び連結子会社の平成17年9月30日現在の財政状態 

並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成 

績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計

期間から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連

結財務諸表を作成している。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は 

ない。 

以 上   

  （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期 

報告書提出会社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告

書 

      平成16年12月6日 

株式会社銀座山形屋       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士  手塚 仙夫  印 

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士  青木 良夫  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社銀座山形屋の平成16年4月1日から平成17年3月31日までの第61期事業年度の中間会計 

期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及 

び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社銀座山形屋の平成16年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す 

る中間会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示し 

ているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は 

ない。 

以 上   

  （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期

報告書提出会社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告

書 

      平成17年12月12日 

株式会社銀座山形屋       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士  手塚 仙夫  印 

  
指 定  社 員

業務執行社員
  公認会計士  齋藤  淳  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社銀座山形屋の平成17年4月1日から平成18年3月31日までの第62期事業年度の中間会計 

期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及 

び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当

監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的

手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、

中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の

作成基準に準拠して、株式会社銀座山形屋の平成17年9月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す 

る中間会計期間（平成17年4月1日から平成17年9月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示し 

ているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から

固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を

作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係は 

ない。 

以 上   

  （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期

報告書提出会社が別途保管しております。 
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